
１．実質経済成長率

　平成17年度の府内総生産は実質値（平成12暦年固定基準年方式）では41兆4,826億円、
前年度比（＝実質経済成長率）は 2.3％増と、4年連続のプラス成長となりました。

（大阪府統計課「府民経済計算」、内閣府「国民経済計算年報」）

注：固定基準年方式の値。大阪府の平成 17 年度の値は早期推計によるもの。

府内総生産
　１年間に府内の各経済活動部門の生産活動によって新たに生み出された価値（付加価
値）の総額。

実質経済成長率
　府経済の成長を包括的に表示するもので、府内総生産（＝府内総支出）の対前年度増
加率で表します。通常は、物価変動による影響を除去した実質値での伸び率を用います。
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２．大型小売店販売額

　大阪府の大型小売店販売額（百貨店及びスーパー）をみると、平成 17 年度は、引き続き減
少傾向で推移しました。業態別でみると、百貨店は回復傾向で推移しましたが、年末には一
服感がみられました。スーパーは年間を通じて減少傾向が続きましたが、18 年３月以降は、
減少幅が縮小するなど、回復の兆しがみられます。

大型小売店販売額（大阪府、対前年比）

実質経済成長率の推移（大阪府・全国）
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４．新車販売台数

　大阪府の新車販売台数（普通乗用車、小型乗用車、軽乗用車の合計）についてみると、平
成 17 年 6 月までは対前年比で増加しましたが、ガソリン価格の上昇を受けて、後半以降は前
年を下回る基調で推移しています。

新車販売台数（大阪府）

３．大型家電量販店販売実績

　近畿地区の大型家電量販店販売実績についてみると、平成 17 年も、薄型テレビや白物家電
を中心に引き続き増加基調で推移しています。

（注）１．前年比は店舗調整済。    
　　　２．17 年７月までは日本電気大型店協会、同年 8月以降はジーエフケーマーケティングジャパン（株）
　　　　  提供のデータを使用。

大型家電量販店販売実績対前年比（全国・近畿地区）
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６．公共工事請負金額

　大阪府の公共工事請負金額についてみると、17 年度は一進一退ながら増加基調で推
移しています。

公共工事請負金額（大阪府）

５．新設住宅着工戸数

　新設住宅着工戸数（大阪府）をもとに住宅投資の動向をみると、平成 17 年度は、都
心回帰の動きなど、都市部の不動産市況の回復傾向を反映して、ほぼ前年を大きく上回
る水準で推移しました。

新設住宅着工戸数（大阪府）
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８．有効求人倍率
   
　有効求人倍率の推移をみると、大阪府は平成 17 年度を通じて着実な回復をみせ、7月以降
１倍を超えて推移するなど、全国を上回る水準となっています。

有効求人倍率の推移（大阪、全国）

７．工業指数

　大阪府工業指数及び全国鉱工業生産指数によって生産活動をみると、大阪府では平成 17 年
度はほぼ横ばいで推移しました。

鉱工業生産指数（季節調整済）の推移

鉱工業生産指数（工業指数）
　生産活動を総合的かつ迅速に把握するため、鉱工業（大阪府の場合は鉱業がなく製造工業）
における生産数量の伸びを指数として表したもの。
現在は平成 12 年（2000 年）が基準年となっており、同年を 100 とした指数が作成されています。

有効求人倍率
　有効求人数を有効求職者数で割った数値で、新規学卒者に関する求人・求職は除き、パー
トタイムは含まれています。労働市場の需給状況を見る指標として用いられます。
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10．輸出入通関額

　近畿圏の輸出入の動向をみると、平成17年度の輸出は ,前半には伸びが鈍りましたが、
後半は再び増勢を回復し、15 年から 3年連続して過去最高額を更新するなど、アジア
向けを中心に増加基調で推移しました。輸入も原粗油の価格が高水準で推移しているこ
ともあって２桁の伸びが続いています。

（注）「近畿圏」は大阪、兵庫、京都、滋賀、奈良、和歌山の２府４県。18年９月は速報 

平成16年度 17年度 18年度 

輸出通関額の推移（近畿圏）

輸入通関額の推移（近畿圏）

９．完全失業率

　大阪府における完全失業率は、依然全国と比較して高い水準にあるものの、着実に低
下しており、15 年１～３月期には８％を超えていましたが、18 年１～３月期には６％
を下回っています。

完全失業率の推移

完全失業率 ＝ 100 × 完全失業者数／労働力人口 （％）
　雇用に関する代表的な指標の一つとして用いられます。
就業者：
　従業者（月末１週間に１時間以上の収入を伴う仕事をした者）および休業者。
完全失業者：
　就業者ではなく、仕事があればすぐ就くことができる者、および仕事を探す活動や事業を始め
　る準備を行ったり、過去に行った求職活動の結果を待っている者。
労働力人口：
　15 歳以上人口のうち、就業者と完全失業者の合計。

（注１）「近畿」は、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県を指す。
（注２）都道府県ベースの値は、県毎の標本抽出を行っておらず、標本規模も小さいことなどから、真の値と

の誤差が大きくなる。このため試算値として公表されており、結果の利用に当たっては注意を要する。
例えば、平成 16 年平均について、完全失業者数に関する標準誤差率は、全国が 0.7％であるのに対して、
大阪府では 3.0％となっている。
一般に、標本推計値± (２×標準誤差 )の範囲の中に「真の値」が存在する確率は、おおよそ 95％である。
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12．倒産件数

　大阪府の倒産件数（負債金額 1,000 万円以上分）の動向をみると、平成 17 年度は、
小規模の倒産が増加したことにより、件数では年間を通じて前年を上回る水準で推移し
ました。

倒産件数の推移（大阪府）

11．消費者物価指数

　大阪市の消費者物価指数をみると、平成 17 年度には、それまで続いていた下落傾向から、
横ばいに、そして 18 年度に入ってからは緩やかな上昇傾向に転じています。

消費者物価指数の推移（大阪、全国）

消費者物価指数（CPI）
　消費者が購入する各種の商品とサービスの価格を総合して、物価の変動を時系列的に測定
　するもの。
　また、例えば ｢家計調査 ｣の家計消費支出（名目）のデータに CPI のデータを割り合わせ
　てみることで、消費生活に必要な支出が物価の変動によって実質的にどのような影響を受
　けたか（実質家計消費支出）が分かります。




